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～ ＮＩＳＡ口座開設がますます便利に ～ 

「住民票取得代行サービス」を開始します！ 

京都銀行（頭取 土井 伸宏）では、平成２７年１２月２５日（金）から、インターネットを

利用したＮＩＳＡ口座開設時の住民票取得代行サービスを開始しますのでお知らせいたします。 

 このサービスは、ＮＩＳＡ口座開設時にお客様からご提出いただく住民票を、お客様に代

わり当行が取得するものです。これにより、ご自身で住民票を取得される時間がとれないお

客様でもＮＩＳＡ口座を開設することが可能になります。 

当行では、今後も多様化するお客様のニーズにお応えするため、安全性と利便性を兼ね備

えた質の高いサービスの提供を目指してまいります。 

記 

１．サービスの概要 

ＮＩＳＡ口座の開設に必要な基準日（平成２５年１月１日）現在の住所が記載された   

住民票を、お客様に代わり当行が取得します。 

※１．ＮＩＳＡ口座の開設には事前に投資信託口座（特定口座等）を開設いただく必要があります。 

２．住民票の取得は、当行が業務委託した株式会社ジンテックが行います。 

３．本サービスを利用しての住民票の取得には、最大２か月程度かかる場合がございます。  

２．申込方法 

インターネットを利用して当行ホームページ上の資料請求コーナーから「少額投資非課

税制度（愛称：ＮＩＳＡ）申込キット」をご請求いただき、ＮＩＳＡ口座申請書等とと

もに住民票の取得代行に必要となる「委任状」に所定の事項をご記入のうえご返信くだ

さい。 

３．実施期間 

平成２７年１２月２５日（金）～ 平成２８年３月３１日（木） 

４．手 数 料 

無 料 

 

以  上
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【住民票取得代行サービスのご注意事項】 
○当行でＮＩＳＡ口座を開設される方を対象とします。 

○当サービスにかかる手数料はございません。 

○当行はＮＩＳＡ口座開設に必要なお客さまの「住民票」の取得を株式会社ジンテックに委

託しております。 

○取得した住民票はＮＩＳＡ口座開設に使用するため、お客さまへ返却いたしません。 

 また、当行でＮＩＳＡ口座を開設されなかった場合にも、住民票は返却いたしません。（当

行で破棄させていただきます） 

○平成 25年 1月 1日以降に転居されている場合には、住民票にかえて住民票の除票を取得し

ます。この場合、当行所定の住民票取得代行の委任状に加えて、運転免許証等の本人確認

書類のコピーを提出いただく必要があります。 

○住民票取得代行サービスで取得する住民票は、委任者ご本人さまのもののみです。 

○住民票の取得には、最大 2か月程度かかる場合があります。 

○委任状の記入事項に不備があった場合、また不備がなくても一部の地域では住民票の代理  

 取得ができないことがあります。 

○今後予告なく当サービスの内容変更、または取り扱いを中止することもあります。 

【ＮＩＳＡ口座（非課税口座）開設に関するご注意事項】 

○ＮＩＳＡ口座（非課税口座）は、金融機関を変更した場合を除き、銀行・証券会社を問わ

ず、全ての金融機関を通じて、おひとりさま一口座のみ開設が可能です。 

○複数の金融機関に重複してお申込みをされた場合には、お手続きが無効となる場合がございます。 

○当行で非課税口座にてご購入いただけるのは、株式投資信託のみとなります。上場株式等

のご購入をご希望される方は、証券会社での非課税口座開設手続きが必要となります。 

 

【投資信託についてのご注意事項】 
○投資信託をご購入の際は、最新の投資信託説明書（目論見書）等により、必ず内容を十分

にご確認のうえ、ご自身でご判断ください。投資信託説明書（目論見書）等は、京都銀行

の本支店等にご用意しております。 

○投資信託は、預金ではありません。 

○銀行で取扱う投資信託は、預金保険および投資者保護基金の対象ではありません。 

○投資信託は、値動きのある債券・不動産投信・株式などの有価証券（外国証券については為

替変動リスクもあります）等に投資しますので、基準価額は大きく変動します。したがっ

て、元本および分配金が保証されるものではなく、元本を割り込むことがあります。 

○投資信託の運用による損益は、投資信託をご購入されたお客さまに帰属します。 

○投資信託には、買付時のお申込手数料（申込金額に対し最高3.24％＜税込＞）ならびに換

金時の信託財産留保額（基準価額に対し最高0.5％）が必要となり、保有期間中は信託報酬

（純資産総額に対し最高年率2.16％＜税込＞）、監査費用、売買委託手数料、外貨建資産の

保管などに要する費用等が信託財産から支払われます。また、一部のファンドでは、解約

時に解約手数料（１万口あたり最高108円＜税込＞）が必要なものがあります。ファンド毎

に異なりますので、詳細は投資信託説明書（目論見書）等によりご確認ください。 

※記載している手数料は、平成27年12月25日時点で当行が取扱っている商品の中で最高の 

料率のものを表示しております。 

※これら手数料・費用等の合計額については、申込金額や保有期間等に応じて異なります 

ので、表示することができません。 

○この資料は、京都銀行が作成したものです。 

商号：株式会社京都銀行（登録金融機関） 

登録番号：近畿財務局長（登金）第 10 号 

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人金融先物取引業協会 


